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【参加自治体】
　会津地域１３市町村

【令和４年度中心参加自治体】
　会津若松市

近年、スマートフォンの普及に伴い、ＳＮＳによる情報発信や情報交換が身近な
ものとなってきているなど、情報の伝達において著しい変化が生じている。これ
により、従来の主要な情報発信方法である広報誌の在り方や、新しいデジタルコ
ンテンツの導入等、自治体の情報発信においても対応が求められている。

会津若松市企画政策部秘書
広聴課にてヒアリングや意
見交換をおこなった。
令和4年度は予備調査として
実施した。

町内会未加入世帯への配布や仕分け作業負担軽減等への対応として、広報誌掲載
情報の整理による軽量化を図る等の必要性など実態について分かった。

今年度は予備調査のみであるが、広報誌について現状の課題が垣間見ることがで
きた。さらにＳＮＳの活用、住民がより興味をもつコンテンツの企画、即時性の
ある情報発信方法などについても今後調査研究を行う必要性があると思われる。

「各自治体の広報課題の解決」

(４)提言または
今後の展開

会津大学短期大学部　高橋ゼミ

(１)調査研究の
課題・背景
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参加自治体

(２)令和４年度
調査研究活動内
容

(３)令和４年度
時点の結果


